
















                                  新旧対照表
【税関手続申請システムを使用して行う税関業務の取扱いについて（平成15年６月30日財関第673号）】

新 旧 
 

（特例輸入者の承認の申請） 
4の 2－1 

(1) 特例輸入者の承認を受けようとする者が、システムを使用して、当該承
認の申請を行う場合には、「特例輸入者承認申請業務」により、承認申請
事務担当者、輸入関係帳簿及び書類の保存状況等必要事項をシステムに入
力し、原則として主たる貿易業務を行っている事業所の所在地を管轄する
税関（本関）（以下この節及び次節において「担当税関」という。）に送信
することにより行わせるものとする。 

(2) （省略）  
 
（特例申告貨物の指定の申請） 
4の 2－2 

(1) 申告の特例を受ける貨物の指定を受けようとする者が、システムを使用
して、貨物の指定の申請を行う場合には、指定を受けようとする貨物の指
定区分（関税法施行令（昭和 29年政令第 150号）第４条の７第１項第２
号に規定する指定区分をいう。以下同じ。）ごとに申請を行う行うことと
し、「特例申告貨物指定申請業務」により、指定を受けようとする貨物の
品名、輸入許可回数等必要事項をシステムに入力し、担当税関に送信する
ことにより行わせるものとする。 

(2) 特例申告担当統括官は、貨物の指定を行う場合には、システムを通じて
指定情報を登録するものとする。この場合において、申請者が「貨物指定
書」（税関様式Ｃ第 9110号）の交付を希望する場合は、システムによる指
定に併せて指定書を交付するものとする。 

 
（特例申告貨物の指定取りやめの届出） 
4の 2－3 特例輸入者が、システムを使用して、指定貨物について特例申告書を

提出する必要がなくなった旨の届出を行う場合には、「特例申告貨物指定取
りやめ届出業務」により、特例申告書を提出する必要がなくなった指定貨物
の指定区分、取りやめ理由等必要事項をシステムに入力し、担当税関に送信
することにより行わせるものとする。 

 

 
（特例輸入者の承認の申請） 
4の 2－1 

(1) 特例輸入者の承認を受けようとする者が、システムを使用して、当該承
認の申請を行う場合には、「特例輸入者承認申請業務」により、承認申請
事務担当者、輸入関係帳簿及び書類の保存状況等必要事項をシステムに入
力し、原則として主たる貿易業務を行っている事業所の所在地を管轄する
税関（本関）（以下この節において「担当税関」という。）に送信すること
により行わせるものとする。 

(2) （同左）  
 
（特例申告貨物の指定の申請） 
4の 2－2 

(1) 申告の特例を受ける貨物の指定を受けようとする者が、システムを使用
して、貨物の指定の申請を行う場合には、指定を受けようとする貨物の所
属区分ごとに申請を行う行うこととし、「特例申告貨物指定申請業務」に
より、指定を受けようとする貨物の品名、輸入許可回数等必要事項をシス
テムに入力し、担当税関に送信することにより行わせるものとする。 

(2) 特例申告担当統括官は、貨物の指定を行う場合には、システムを通じて
指定情報を登録するものとする。この場合において、申請者が「貨物指定
書」（税関様式Ｃ第 9110号）の交付を希望する場合は、システムによる指
定に併せて指定書を交付するものとする。 

 
 
 
（特例申告貨物の指定取りやめの届出） 
4の 2－3 特例輸入者が、システムを使用して、指定貨物について特例申告書を

提出する必要がなくなった旨の届出を行う場合には、「特例申告貨物指定取
りやめ届出業務」により、特例申告書を提出する必要がなくなった指定貨物
の所属区分、取りやめ理由等必要事項をシステムに入力し、担当税関に送信
することにより行わせるものとする。 

 



                                  新旧対照表
【税関手続申請システムを使用して行う税関業務の取扱いについて（平成15年６月30日財関第673号）】

新 旧 
（貨物指定内容の変更の届出） 
4の 2－7 

(1) 特例輸入者が、システムを使用して、指定内容の変更の届出を行う場合
には、「貨物指定内容変更届出業務」により、貨物の指定区分ごとに届出
を行うものとし、変更内容、変更理由等必要事項をシステムに入力し、担
当税関に送信することにより行わせるものとする。 

(2) 特例輸入者の承認による地位の承継に伴う指定貨物の承継手続におい
ては、当該貨物の貨物指定書をデータにより添付することを妨げない。 

 
 

（貨物指定内容の変更の届出） 
4の 2－7 

(1) 特例輸入者が、システムを使用して、指定内容の変更の届出を行う場合
には、「貨物指定内容変更届出業務」により、貨物の所属区分ごとに届出
を行うものとし、変更内容、変更理由等必要事項をシステムに入力し、担
当税関に送信することにより行わせるものとする。 

(2) 特例輸入者の承認による地位の承継に伴う指定貨物の承継手続におい
ては、当該貨物の貨物指定書をデータにより添付することを妨げない。 

 
 



                                  新旧対照表
【簡易申告制度事務の実施要領について（平成 13年３月 31日財関第 274号）】                             網掛部分：不開示

新 旧 
Ⅱ 承認手続等 

 
３ 特例輸入者の承認に関する事務 

特例申告担当統括官、審理部門、収納課（収納課が設置されていない官署
にあっては収納担当部門若しくは収納担当職員。以下同じ。）、関税鑑査官及
び事後調査部門における特例輸入者の承認に関する事務については、次によ
る。 
(1)～(5) （省略） 
(6) 関税鑑査官の事務 
特例申告担当統括官の依頼がある場合には、立入調査に同行し、指定を

受けようとする貨物の属する指定区分（令第４条の７第１項第２号に規定
する指定区分をいう。以下同じ。）を、保存されている書類等（例えば、
成分分析表、インボイス、カタログ）の内容により確認し、その結果を特
例申告担当統括官に回報する。 

 
８ 特例輸入者管理 
(1) （省略） 
(2) 輸入者管理（人的管理） 
イ 審理部門の事務 
特例輸入者について、法第７条の１２第１項第２号ホに該当する事実

を確認した場合には、速やかに別紙様式第２号により特例申告担当統括
官へ通報する。また、特例申告担当統括官より依頼された調査について
も速やかに回報する。 
ロ （省略） 

(3)～(6) （省略） 
 
Ⅲ 貨物の指定等 
１ 申請 

指定申請は、指定を受けようとする貨物の指定区分ごとに、次の事項を記
載した「指定申請書」２通（原本、申請者用）を、担当税関の特例申告担当
統括官に提出することにより行わせる。ただし、指定申請書は署所の窓口担
当部門に提出することを妨げない。 

Ⅱ 承認手続等 
 
３ 特例輸入者の承認に関する事務 
特例申告担当統括官、審理部門、収納課（収納課が設置されていない官署
にあっては収納担当部門若しくは収納担当職員。以下同じ。）、関税鑑査官及
び事後調査部門における特例輸入者の承認に関する事務については、次によ
る。 
(1)～(5) （同左） 
(6) 関税鑑査官の事務 

特例申告担当統括官の依頼がある場合には、立入調査に同行し、指定を
受けようとする貨物の関税率表の所属区分（統計細分を含む。以下「所属
区分」という。）を、保存されている書類等（例えば、成分分析表、イン
ボイス、カタログ）の内容により確認し、その結果を特例申告担当統括官
に回報する。 

 
８ 特例輸入者管理 
(1) （同左） 
(2) 輸入者管理（人的管理） 
イ 審理部門の事務 
特例輸入者について、法第７条の１２第１項第２号ロに該当する事実
を確認した場合には、速やかに別紙様式第２号により特例申告担当統括
官へ通報する。また、特例申告担当統括官より依頼された調査について
も速やかに回報する。 
ロ （同左） 

(3)～(6) （同左） 
 
Ⅲ 貨物の指定等 
１ 申請 
指定申請は、指定を受けようとする貨物の所属区分ごとに、次の事項を記
載した「指定申請書」２通（原本、申請者用）を、担当税関の特例申告担当
統括官に提出することにより行わせる。ただし、指定申請書は署所の窓口担
当部門に提出することを妨げない。 



                                  新旧対照表
【簡易申告制度事務の実施要領について（平成 13年３月 31日財関第 274号）】                             網掛部分：不開示

新 旧 
なお、特例輸入者の承認を受けようとする際の指定申請は、承認申請に併

せて行わなければならないので留意する。 
この場合における指定申請書及び添付書類の取扱いは、次による。 

(1)～(2) （省略） 
(3) 指定を受けようとする貨物の品名の具体的な記載方法は、次による。
イ 一般的な名称にとどまらず、統計品目番号を容易に特定することがで
きるように、具体的な品名（例えば、「ポロシャツ」ではなく「男性用
メリヤス編の綿１００％で、ししゅうを有している模様編のポロシャ
ツ」）を記載させる。 
なお、指定を受けようとする貨物の品名が異なり、指定区分が同じ場
合は、その品名をすべて記載させる。この場合、任意の様式に記載の上
添付させることとして差し支えない。 
ロ 指定区分に複数の所属区分が含まれる場合には、その所属区分をすべ
て記載させる。また、通関システムにより特例申告を行う予定である場
合には、通関システム用コードを含む１０桁までを、通関システム用コ
ードの１０桁目が†(オベリスク)であるため、統計細分が同一でありな
がら、通関システム用品目コードが複数ある場合には、特例申告を行お
うとする貨物ごとに通関システム用品目コードを記載させる。この場
合、１枚の申請書に取りまとめて差し支えない。 

(4) （省略） 
(5) 令第４条の７第１項第５号《指定申請書の記載事項》に規定する「その
他参考となるべき事項」については、貨物の指定区分を特定するために参
考となるべき事項等を記載させることとし、併せて次の書類を添付させ
る。 
イ～ハ （省略） 

 
２ 受理 

指定申請書の受理については、担当税関の特例申告担当統括官が行うもの
とし、その取扱いは、次による。 
(1) 特例申告担当統括官の事務 
イ 指定申請書が提出された場合には、指定申請書の受理を行うに当た
り、その記載内容及び添付書類の有無の確認を行い、不備（その不備が

なお、特例輸入者の承認を受けようとする際の指定申請は、承認申請に併
せて行わなければならないので留意する。 
この場合における指定申請書及び添付書類の取扱いは、次による。 

(1)～(2) （同左） 
(3) 指定を受けようとする貨物の品名の具体的な記載方法は、次による。 
イ 一般的な名称にとどまらず、統計品目番号を容易に特定することがで
きるように、具体的な品名（例えば、「ポロシャツ」ではなく「男性用
メリヤス編の綿１００％で、ししゅうを有している模様編のポロシャ
ツ」）を記載させる。 
なお、指定を受けようとする貨物の品名が異なり、所属区分が同じ場
合は、その品名をすべて記載させる。この場合、任意の様式に記載の上
添付させることとして差し支えない。 
ロ 通関システムにより特例申告を行う予定である場合には、通関システ
ム用コードを含む１０桁までを記載させる。また、通関システム用コー
ドの１０桁目が†(オベリスク)であるため、統計細分が同一でありなが
ら、通関システム用品目コードが複数ある場合には、特例申告を行おう
とする貨物ごとに通関システム用品目コードを記載させる。この場合、
１枚の申請書に取りまとめて差し支えない。 

 
(4) （同左） 
(5) 令第４条の７第１項第５号《指定申請書の記載事項》に規定する「その
他参考となるべき事項」については、貨物の所属区分を特定するために参
考となるべき事項等を記載させることとし、併せて次の書類を添付させ
る。 
イ～ハ （同左） 

 
２ 受理 
指定申請書の受理については、担当税関の特例申告担当統括官が行うもの

とし、その取扱いは、次による。 
(1) 特例申告担当統括官の事務 
イ 指定申請書が提出された場合には、指定申請書の受理を行うに当た
り、その記載内容及び添付書類の有無の確認を行い、不備（その不備が



                                  新旧対照表
【簡易申告制度事務の実施要領について（平成 13年３月 31日財関第 274号）】                             網掛部分：不開示

新 旧 
軽微で直ちに補正できるものを除く。）がある場合には、その理由を示
して申請者に返却する。 
また、指定申請書が、追加の指定申請である場合には、申請者の担当
税関を判定システムの「特例輸入者情報サマリー照会」業務により確認
し、担当税関に誤りがあった場合には、その旨申請者へ通知し、指定申
請書及び添付書類を申請者へ返却する。 
なお、貨物の指定は、指定を受けようとする貨物が属する指定区分ご

とに行うこととなるが、当該指定区分とは、輸入統計品目表の統計番号
ごと、関税定率法別表の項の区分ごと（同表の項に所属する貨物に適用
される基本税率、暫定税率、特恵税率又は協定税率がこれらの税率の種
類の別ごとに同一の率である場合に限る。）又は定率法別表の号の区分
ごと（同表の号に所属する貨物に適用される基本税率、暫定税率、特恵
税率及び協定税率がこれらの税率の種類の別ごとに同一の率である場
合（項の区分ごとにこれらの税率が同一の場合を除く。）に行うことと
なるので、留意する。 

ロ及びハ （省略） 
ニ  貨物の指定については、指定区分ごとに行っているので、既に指定し
ている貨物の指定区分に該当する貨物の指定申請は不要である。 
  なお、既に指定している貨物の指定区分に該当するか否か、疑義のあ
る場合には、指定申請書の受理は行わず、申請者に対して関税鑑査官等
へ照会するようしょうようする。 

(2) （省略） 
 
３ 貨物の指定に関する事務 
特例申告担当統括官及び関係担当部門の事務については、次による。 

(1) 特例申告担当統括官の事務 
特例申告担当統括官は、指定の要件を充足するか否かについて審査のた
め、次の事務を行う。 
イ及びロ （省略） 
ハ 簡易申告制度の適用が認められない貨物でないかを確認する。なお、
特例輸入者からの指定申請である場合には、判定システムの「特例申告
品目情報照会」業務を活用し、既に指定している貨物の指定区分に該当

軽微で直ちに補正できるものを除く。）がある場合には、その理由を示
して申請者に返却する。 
なお、指定申請書が、追加の指定申請である場合には、申請者の担当
税関を判定システムの「特例輸入者情報サマリー照会」業務により確認
し、担当税関に誤りがあった場合には、その旨申請者へ通知し、指定申
請書及び添付書類を申請者へ返却する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
ロ及びハ （同左） 
ニ  貨物の指定については、所属区分ごとに行っているので、既に指定し
ている貨物の所属区分に該当する貨物の指定申請は不要である。 
  なお、既に指定している貨物の所属区分に該当するか否か、疑義のあ
る場合には、指定申請書の受理は行わず、申請者に対して関税鑑査官等
へ照会するようしょうようする。 

(2) （同左）  
 
３ 貨物の指定に関する事務 
特例申告担当統括官及び関係担当部門の事務については、次による。 

(1) 特例申告担当統括官の事務 
特例申告担当統括官は、指定の要件を充足するか否かについて審査のた
め、次の事務を行う。 
イ及びロ （同左） 
ハ 簡易申告制度の適用が認められない貨物でないかを確認する。なお、
特例輸入者からの指定申請である場合には、判定システムの「特例申告
品目情報照会」業務を活用し、既に指定している貨物の所属区分に該当



                                  新旧対照表
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新 旧 
又は含まれていないかを確認する。 
ニ及びホ （省略） 
ヘ 特例輸入者に係る指定申請の場合には、指定区分の特定等については
提出された資料等により行うことができる場合には、立入調査は行わな
いこととする。ただし、関係担当部門が行った調査結果に基づき、立入
調査の必要性が認められる場合は、事後調査部門又は関税鑑査官に別紙
様式第７号により立入調査依頼を行うこととする。 
ト及びチ 

(2) 通関総括部門の事務 
特例申告担当統括官からの指定の要件に関する調査依頼に基づき、判定

システムで確認ができない輸入許可の実績、他法令の該否の確認、加算税
を賦課した修正申告等の調査を実施し、調査結果について、特例申告担当
統括官に回報する。 

(3) 関税鑑査官の事務 
次に掲げる事項の確認を行い、その結果について、特例申告担当統括官

に回報する。 
イ 特例申告担当統括官からの指定の要件に関する調査依頼に基づき、指
定申請に係る貨物の事前教示の有無や指定区分を確認する。 

ロ （省略） 
 
(4) （省略） 

 
４ 貨物の指定に係る審査手続き 

指定申請書の審査に当たって、法第７条の６第３項及び第４項に規定する
指定の要件に関する確認については、原則として、提出された指定申請書及
び添付書類によるほか、輸入者等から必要事項を聴取することにより、行う
こととする。 
なお、審査に当たっては、提出資料の要求は最小限にとどめ、申請者に過

度の負担をかけることのないように留意する。 
(1) 次に掲げる貨物については、貨物の指定区分が特定できない場合がある
ため、法第７条の６第３項《継続的な輸入に該当する場合》に規定する輸
入許可の実績には含めないものとする。ただし、申請者が提出する資料に

していないかを確認する。 
ニ及びホ （同左） 
ヘ 特例輸入者に係る指定申請の場合には、所属区分の特定等については
提出された資料等により行うことができる場合には、立入調査は行わな
いこととする。ただし、関係担当部門が行った調査結果に基づき、立入
調査の必要性が認められる場合は、事後調査部門又は関税鑑査官に別紙
様式第７号により立入調査依頼を行うこととする。 
ト及びチ 

(2) 通関総括部門の事務 
特例申告担当統括官からの指定の要件に関する調査依頼に基づき、判定

システムで確認ができない輸入許可の実績、加算税を賦課した修正申告等
の調査を実施し、調査結果について、特例申告担当統括官に回報する。 

 
(3) 関税鑑査官の事務 
次に掲げる事項の確認を行い、その結果について、特例申告担当統括官
に回報する。 
イ 特例申告担当統括官からの指定の要件に関する調査依頼に基づき、指
定申請に係る貨物の事前教示の有無や所属区分を確認する。 
ロ 承認申請に併せて行われた指定申請については、承認申請に係る立入
調査に同行した際に、Ⅱの３の(5)の確認を行う。 

(4) （同左） 
 
４ 貨物の指定に係る審査手続き 

指定申請書の審査に当たって、法第７条の６第３項及び第４項に規定する
指定の要件に関する確認については、原則として、提出された指定申請書及
び添付書類によるほか、輸入者等から必要事項を聴取することにより、行う
こととする。 
なお、審査に当たっては、提出資料の要求は最小限にとどめ、申請者に過
度の負担をかけることのないように留意する。 
(1) 次に掲げる貨物については、貨物の所属区分が特定できないため、法第
７条の６第３項《継続的な輸入に該当する場合》に規定する輸入許可の実
績には含めないものとする。ただし、申請者が提出する資料により、貨の



                                  新旧対照表
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新 旧 
より、貨物の指定区分の特定が明らかであると認められる場合を除く。 
イ及びロ （省略） 
ハ 関基６７―４―１７（関税率表等の分類の特例扱い）を適用して申告
した貨物 

ニ 航空貨物通関情報処理システムを使用して行う税関関連業務の取扱
いについて（平成 13年９月 25日財関第 781号）の第５章第１節の２（少
額関税無税貨物の輸入申告）の規定に基づき申告した貨物 

(2) （省略） 
 
５ 指定又は不指定の通知 
特例申告担当統括官は、指定の要件が充足している場合は、貨物の指定を
行うものとする。この場合の指定又は不指定の手続は、次による。 
(1) （省略） 
(2) 令第４条の７第２項《指定又は不指定の通知》の規定に基づく指定の
申請者への通知は、指定番号（指定申請書の受理番号とする。）、指定区分、
品名（指定申請書に記載された品名のうち代表的なもの。）、及び特例申告
の適用開始年月日等の必要事項を記載した「貨物指定書」（Ｃ－9110）（以
下「指定書」という。）を申請者に交付することにより行う。この場合、
申請者に対して指定貨物の輸入申告をしようとする月の前月末日までに
引取担保を輸入の予定地を管轄する税関長に提供しなければならないこ
とを徹底するものとする。また、他税関の特例申告担当統括官には指定し
た旨を別紙様式第５号により通報する。 
不指定の申請者への通知は、その理由を付記した「貨物不指定書」 (Ｃ

－9120)（以下「不指定書」という。）を申請者に交付することにより行う。
なお、併せて判定システムの「特例申告品目情報指定登録」業務により
不指定情報の登録を行う。 

(3)及び(4) （省略） 
 
６～８ （省略） 

 
９ 指定内容の変更 

定率法の改正等に伴い、貨物の指定区分又は統計品目番号に変更がある場

所属区分の特定が明らかであると認められる場合を除く。 
イ及びロ 
ハ 関基６７―４―１５（関税率表等の分類の特例扱い）を適用して申告
した貨物 

 
 
 
(2) （同左） 

 
５ 指定又は不指定の通知 
特例申告担当統括官は、指定の要件が充足している場合は、貨物の指定を
行うものとする。この場合の指定又は不指定の手続は、次による。 
(1) （同左） 
(2) 令第４条の７第２項《指定又は不指定の通知》の規定に基づく指定の
申請者への通知は、指定番号（指定申請書の受理番号とする。）、所属区分、
品名（指定申請書に記載された品名のうち代表的なもの。）、及び特例申告
の適用開始年月日等の必要事項を記載した「貨物指定書」（Ｃ－9110）（以
下「指定書」という。）を申請者に交付することにより行う。この場合、
申請者に対して指定貨物の輸入申告をしようとする月の前月末日までに
引取担保を輸入の予定地を管轄する税関長に提供しなければならないこ
とを徹底するものとする。また、他税関の特例申告担当統括官には指定し
た旨を別紙様式第５号により通報する。 
不指定の申請者への通知は、その理由を付記した「貨物不指定書」 (Ｃ

－9120)（以下「不指定書」という。）を申請者に交付することにより行う。 
なお、併せて判定システムの「特例申告品目情報指定登録」業務により
不指定情報の登録を行う。 

(3)及び(4) （同左） 
 
６～８ 申請の撤回 

 
９  指定内容の変更 

定率法の改正等に伴い、貨物の所属区分又は統計品目番号に変更がある場
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新 旧 
合又は前記Ⅱの１３（承継）の手続による承認の承継に伴う指定貨物の承継
手続を行う場合は、次により処理するものとする。 
(1) 指定内容の変更手続 
イ （省略） 
ロ 変更届については、届出者の住所、氏名(名称)及び輸出入者番号を記
載させることとし、法人の場合は法人名に併せて代表者名を記載させ
る。また、指定を受けた年月日、指定番号、指定貨物の指定区分、変更
する内容及びその変更理由を記載させる（特例輸入者間の承認の承継に
伴う指定済貨物情報の移行に係る変更届の記載方法については、前記Ⅱ
の１３の(6)のニによる。）。 
なお、通関業者による届出の場合は、通関業者の住所及び名称を併せ

て記載させる。 
(2) （省略） 

 
10 特例申告書を提出する必要がなくなった旨の届出 

令第４条の９《特例申告書を提出する必要がなくなった旨の届出の手続》
の規定による届出（以下この節において「届出」という。）の手続について
は、次による。 
(1) 届出の手続 
イ （省略） 
ロ 取りやめ届には、届出者の住所、氏名(名称)及び輸出入者番号を記載
させることとし、法人の場合は法人名に併せて代表者名を記載させる。
また、指定年月日、指定番号、当該貨物の指定区分及び取りやめの理由
を記載させる。 

(2) （省略） 
 
11 指定の取消し手続等 
(1) 法第７条の７第２項《指定の取消し等》に規定する特例輸入者が過去
一年間にした又はすべきであった納税申告に係る指定貨物について修正
申告等があったときは、当該指定貨物に係る法第７条の２第１項《申告
の特例》の指定を取り消すものとする。なお、指定の取消しを行うこと
ができる期間は、加算税が賦課された修正申告等の当初の納税申告の日

合又は前記Ⅱの１３（承継）の手続による承認の承継に伴う指定貨物の承継
手続を行う場合は、次により処理するものとする。 
(1) 指定内容の変更手続 
イ （同左） 
ロ 変更届については、届出者の住所、氏名(名称)及び輸出入者番号を記
載させることとし、法人の場合は法人名に併せて代表者名を記載させ
る。また、指定を受けた年月日、指定番号、指定貨物の所属区分、変更
する内容及びその変更理由を記載させる（特例輸入者間の承認の承継に
伴う指定済貨物情報の移行に係る変更届の記載方法については、前記Ⅱ
の１３の(6)のニによる。）。 
なお、通関業者による届出の場合は、通関業者の住所及び名称を併せ

て記載させる。 
(2) （同左） 

 
10 特例申告書を提出する必要がなくなった旨の届出 
令第４条の９《特例申告書を提出する必要がなくなった旨の届出の手続》
の規定による届出（以下この節において「届出」という。）の手続について
は、次による。 
(1) 届出の手続 
イ （同左） 
ロ 取りやめ届には、届出者の住所、氏名(名称)及び輸出入者番号を記載
させることとし、法人の場合は法人名に併せて代表者名を記載させる。
また、指定年月日、指定番号、当該貨物の所属区分及び取りやめの理由
を記載させる。 

(2) （同左） 
 
11  指定の取消し手続等 
(2) 法第７条の７第２項《指定の取消し等》に規定する特例輸入者が過去
一年間にした又はすべきであった納税申告に係る指定貨物について修正
申告等があったときは、当該指定貨物に係る法第７条の２第１項《申告
の特例》の指定を取り消すものとする。なお、指定の取消しを行うこと
ができる期間は、加算税が賦課された修正申告等の当初の納税申告の日



                                  新旧対照表
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新 旧 
から一年間であり、これを超える日においては、取消しを行うことはで
きないので留意する。 

(2) 関基７の７－２（貨物指定の取消し手続）に該当する場合で、貨物指
定を取り消さないことが妥当であると考えられる場合は、取り消さない
ことが妥当である理由等意見を添えて関税局業務課と協議を行った上、
貨物指定の取消しの要否を判断するものとする。 

(3)及び(4) 
 
Ⅳ （省略） 
 
Ⅴ  輸入申告 
 
１ 輸入申告 
簡易申告制度に係る法第６７条の規定による輸入申告（以下「輸入（引取）
申告」という。）は、｢輸入（納税）申告書（内国消費税等課税標準数量等申
告書兼用）｣（Ｃ－5020）の標題部分を「輸入（引取）申告書」と訂正した
申告書（以下「輸入（引取）申告書」という。）の上部余白に「○簡」と朱書
きのうえ税関に提出することにより行わせる。 
(1) 申告書記載事項 

輸入（引取）申告書は、税関様式関係通達の「Ⅱ 記載要領及び留意事
項」の「輸入（納税）申告書（内国消費税等課税標準数量等申告書兼用）
（Ｃ－5020）」（以下この章及び次章において「輸入申告書記載要領」とい
う。）に準じて記載することとするが、「輸入者符号」欄には、輸入者符号
の後に輸入（引取）申告である旨のコード「Ａ」を横線で結ぶことにより
記載（例：１１１１１-A）する。 
なお、記載事項のうち納税に係る以下の項目については、記載を要しな

い。 
イ～ハ （省略） 
（注意事項） 

輸入（引取）申告書の記載に当たっては、指定貨物の関税率表上の
指定区分を特定させることが必要であるため、輸入申告書記載要領を
準用するに際しては、次のことに留意する。 

から一年間であり、これを超える日においては、取消しを行うことはで
きないので留意する。 

(2) 関基７の７－２（貨物指定の取消し手続）に該当する場合で、貨物指
定を取り消さないことが妥当であると考えられる場合は、取り消さない
ことが妥当である理由等意見を添えて関税局調査保税課と協議を行った
上、貨物指定の取消しの要否を判断するものとする。 

(3)及び(4) 
 
Ⅳ （同左） 
 
Ⅴ  輸入申告 
 
１ 輸入申告 
簡易申告制度に係る法第６７条の規定による輸入申告（以下「輸入（引取）
申告」という。）は、｢輸入（納税）申告書（内国消費税等課税標準数量等申
告書兼用）｣（Ｃ－5020）の標題部分を「輸入（引取）申告書」と訂正した
申告書（以下「輸入（引取）申告書」という。）の上部余白に「○簡」と朱書
きのうえ税関に提出することにより行わせる。 
(1) 申告書記載事項 

輸入（引取）申告書は、税関様式関係通達の「Ⅱ 記載要領及び留意事
項」の「輸入（納税）申告書（内国消費税等課税標準数量等申告書兼用）
（Ｃ－5020）」（以下この章及び次章において「輸入申告書記載要領」とい
う。）に準じて記載することとするが、「輸入者符号」欄には、輸入者符号
の後に輸入（引取）申告である旨のコード「Ａ」を横線で結ぶことにより
記載（例：１１１１１-A）する。 
なお、記載事項のうち納税に係る以下の項目については、記載を要しな
い。 
イ～ハ （同左） 
（注意事項） 

輸入（引取）申告書の記載に当たっては、指定貨物の関税率表上の
所属区分を特定させることが必要であるため、輸入申告書記載要領を
準用するに際しては、次のことに留意する。 
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新 旧 
イ～ニ  （省略） 
ホ  関基６７－４－１７（関税率表等の分類の特例扱い）に規定する
取扱いによることはできない。 

(2)～(4) （省略） 
２及び３ （省略） 

 
Ⅵ～Ⅸ （省略） 
 

イ～ニ  （同左） 
ホ  関基 67－４－１5（関税率表等の分類の特例扱い）に規定する取扱
いによることはできない。 

(2)～(4) （同左） 
２及び３ （同左） 

 
Ⅵ～Ⅸ （同左） 
 


